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第１章 計画の基本的な考え方 

 

 １ 計画の概要 

 

  (1) 計画策定の背景及び趣旨 

京都府では、障害者基本法第１１条第２項の規定により、平成２７年度から令和元年度まで

の５年間を計画期間とする第３期京都府障害者基本計画を策定し、障害者施策の総合的な推進

を図り、教育、福祉、保健・医療、生活環境、雇用・就労など、様々な分野にわたり、着実に

取組を進めてきたところです。 

 

    この間、国では、平成２８年に障害を理由とする差別の解消の推進に関する法律（障害者差

別解消法）が施行され、障害者に対する社会的障壁の除去や合理的配慮の提供の考え方が明記

されたほか、障害者の雇用の促進等に関する法律（障害者雇用促進法）が一部改正され、さら

には、平成３０年に障害者による文化芸術活動の推進に関する法律が施行されるなど、平成２

６年１月に批准された障害者の権利に関する条約（障害者権利条約）の実効性を確保するため、

障害のある人に関わる制度に大きな動きが見られたところです。 

 

    京都府においても、平成２６年３月に制定した「京都府障害のある人もない人も共に安心し

ていきいきと暮らしやすい社会づくり条例」に加え、「言語としての手話の普及を進めるととも

に聞こえに障害のある人とない人とが支え合う社会づくり条例」を平成３０年３月に制定し、

障害のあるなしにかかわらず、府民誰もが相互に人格と個性を尊重し合い支え合う共生社会の

実現に向けた仕組みづくりを進めてきました。 

 

こうした中、第３期京都府障害者基本計画における現状と課題、国の第４次障害者基本計画

に加え、令和元年10月に策定した「京都府総合計画」なども踏まえ、新たな「第４期京都府障

害者基本計画」を策定し、障害のある人の自立と社会参加の支援等のための施策の総合的・計

画的な推進を図っていくこととしています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【参考】 
 

社会的障壁（障害者差別解消法第２条） 

  障害がある者にとつて日常生活又は社会生活を営む上で障壁となるような社会における事物、

制度、慣行、観念その他一切のものをいいます。 

 

合理的配慮（障害者差別解消法第５条） 

障害者が他の者との平等を基礎として全ての人権及び基本的自由を享有し、又は行使する

ことを確保するための必要かつ適当な変更及び調整であって、特定の場合において必要とさ

れるものであり、かつ、均衡を失した又は過度の負担を課さないものをいう。 
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【障害者施策に関する主な法律等の整備状況】 

年  月 法律名・概要 

平成２６年 １月 「障害者の権利に関する条約」の批准 

・障害者の人権・基本的自由の享有の確保、障害者の固有の尊厳の尊重の促進、障害

者の権利の実現のための措置など 

３月 「京都府障害のある人もない人も共に安心していきいきと暮らしやすい

社会づくり条例」の制定 

・障害の有無にかかわらない共生社会の実現、障害者差別解消法に定める不利益取扱

いの禁止及び合理的配慮の提供、障害者の雇用・就労の促進、社会活動の支援など 

４月 「精神保健及び精神障害者福祉に関する法律の一部を改正する法律」の

施行（一部平成２８年４月施行） 

・精神障害者の医療の提供を確保するための指針の策定、保護者制度の廃止、医療保

護入院の見直し、精神医療審査会に関する見直しなど 

平成２７年 １月 「難病法」の施行 
（難病の患者に対する医療等に関する法律） 

・基本方針の策定、公平・安定的な医療費助成の制度の確立、難病の医療に関する調

査研究の推進、療養生活環境整備事業の実施など 

平成２８年 ４月 「障害者差別解消法」の施行 
（障害を理由とする差別の解消の推進に関する法律） 

・障害を理由とする不当な差別的取扱いの禁止や障害者への合理的配慮など 

 「障害者の雇用の促進等に関する法律の一部を改正する法律」の施行 

・雇用の分野の障害を理由とする不当な差別的取扱いの禁止や障害者への合理的配慮、

法定雇用率算定基礎への精神障害者の追加など 

５月 「成年後見制度の利用の促進に関する法律」の施行 

・成年後見制度の理念の尊重、利用の促進、利用に関する体制の整備など 

８月 「発達障害者支援法の一部を改正する法律」の施行 

・切れ目のない発達障害者の支援を行うことが特に重要であること、障害者基本法の

一部改正や障害者差別解消法の成立などを背景に、法律全般にわたり改正 

平成２９年 ４月 「住宅確保要配慮者に対する賃貸住宅の供給の促進に関する法律の一部

を改正する法律」の制定 

・賃貸住宅供給促進計画の作成、住宅確保要配慮者の入居を拒まない賃貸住宅の登録

制度の創設、居住支援法人の指定など 

平成３０年 ３月 「言語としての手話の普及を進めるとともに聞こえに障害のある人とな

い人とが支え合う社会づくり条例」の制定 

・言語としての手話の普及、聴覚障害の特性に応じたコミュニケーション手段を選択

する機会の確保 

４月 「障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律及び児

童福祉法の一部を改正する法律」の施行（一部平成２８年６月施行） 

・自立生活援助の創設、就労定着支援の創設、重度訪問介護の訪問先の拡大、高齢障

害者の介護保険サービスの円滑な利用、居宅訪問により児童発達支援を提供するサ

ービスの創設、保育所等訪問支援の支援対象の拡大、障害児のサービス提供体制の

計画的な構築、補装具費の支給範囲の拡大など 

６月 「障害者による文化芸術活動の推進に関する法律」の施行 

・文化芸術の鑑賞・創造の機会の拡大、文化芸術の作品等の発表の機会の確保、芸術

上価値の高い作品等の評価等、権利保護の推進、芸術上価値の高い作品等の販売等

に係る支援、文化芸術活動を通じた交流の促進、相談体制の整備等など 
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  (2) 基本理念 

     障害の有無によって分け隔てられることなく、相互に人格と個性を尊重し合いながら共生

することができるよう、次の社会を目指します。 

① 障害のある人もない人も地域の担い手となり、地域で安心して暮らせる社会 

② 希望に添って働き続けることができる社会 

③ 生涯を通じて学び続けられるとともに、文化芸術やスポーツなどの分野で一人ひとりの特

性を活かして活躍できる社会 

 

  (3) 施策を進めるにあたっての横断的視点 

 

   ① 社会におけるアクセシビリティの向上 

     障害者の社会への参加を実質的なものとし、障害の有無にかかわらず、安心して生活でき

るようにするため、障害者の活動を制限し、社会への参加を制約する施設や設備、様々な制

度や慣行、観念等の社会的障壁（バリア）の除去を進め、ハード・ソフト両面にわたる社会

のバリアフリー化を推進し、社会のあらゆる場面におけるアクセシビリティの向上を図る。 

 

   ② 当事者本位の総合的な支援 

     障害者の自己選択・自己決定が尊重され、ライフステージに応じた適切な支援を受けられ

るよう、福祉、医療、雇用、教育、文化芸術・スポーツ等の各分野の有機的な連携のもと、

施策を総合的に展開し、切れ目のない支援を行う。 

 

   ③ 障害特性等に配慮したきめ細かい支援 

     障害者施策は、年齢、障害の状態、生活の実態等に応じた障害者の個別的な支援の必要性

を踏まえて実施する。 

     また、発達障害、難病、高次脳機能障害、盲ろう、重症心身障害その他の重複障害等それ

ぞれの障害の特性や求められる配慮について、府民のさらなる理解の促進に向けた広報・啓

発活動を行うとともに、施策の充実を図る。 

     

   ④ 障害のある女性等の複合的困難に配慮したきめ細かい支援 

     障害のある女性、障害のある子ども及び障害のある高齢者など複合的に困難な状況に置か

れた障害者に対するきめ細かい配慮の必要性を踏まえて障害者施策を展開する。 

 

   ⑤ ＰＤＣＡサイクル等を通じた実効性のある取組の推進 

     障害者施策の実施に当たっては、ＰＤＣＡサイクルを構築し、着実に実行するとともに、

施策の不断の見直しを行っていく。 

     また、障害者が必要なときに必要な場所で適切な支援を受けられるよう、市町村等との適

切な連携及び役割分担の下で、障害者施策を実施する。 

     さらに、効果的かつ効率的に施策を推進する観点から、高齢者施策、医療関係施策、子ど

も・子育て関係施策、男女共同参画施策等、障害者施策に関係する他の施策・計画等との整

合性を確保し、総合的・計画的な施策の展開を図る。 
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  (4) 計画の性格及び位置付け 

    この計画は、障害者基本法第１１条第２項に基づき、国の「障害者基本計画」を基本として

策定する「都道府県障害者計画」です。 

障害者の自立及び社会参加の支援等のための施策の総合的かつ計画的な推進を図るために策

定するものであり、京都府が講ずる障害者施策に関する基本的な計画として位置付けています。 

また、この計画は、京都府政運営の指針である「京都府総合計画」など、関連計画との整合

性を図りながら、今後４年間の障害者施策の基本的な方向を示します。 

 

  (5) 計画の対象期間 

    障害福祉計画との整合を図る観点から、令和２年度（２０２０年度）から令和５年度（２０

２３年度）までの４年間とします。 

    

  (6) 計画の対象となる障害者の範囲 

    この計画の対象となる障害者は、障害者基本法第２条の定義に基づき、「身体障害、知的障

害、精神障害（発達障害を含む。）その他の心身の機能の障害がある人であって、障害及び社

会的障壁により継続的に日常生活又は社会生活に相当な制限を受ける状態にある人」とします。 

 

  (7) 分野別の施策体系 

    この計画では、共通する５つの横断的視点を基に、９つの分野から施策を構築し、障害者の

自立及び社会参加の支援等のための施策を推進していきます。 

 

Ⅰ 障害のある人もない人も地域の担い手となり、地域で安心して暮らせる社会 

    １ 安全・安心な生活環境の整備 

① 障害者に配慮したまちづくりの総合的な推進 

② 住宅の確保 

③ 移動しやすい環境の整備等 

④ アクセシビリティに配慮した施設等の普及促進 

    ２ 情報アクセシビリティの向上及び意思疎通支援の充実 

① わかりやすい情報の提供 

② 意思疎通支援の充実 

③ 選挙等における配慮等 

④ 行政機関等における配慮及び障害者理解の促進等 

    ３ 防災、防犯等の推進 

① 防災対策の推進 

② 防犯対策の推進 

③ 消費者トラブルの防止及び被害からの救済 

    ４ 差別の解消、権利擁護の推進及び虐待の防止 

① 権利擁護の推進、虐待の防止 

② 障害を理由とする差別の解消の推進 

    ５ 自立した生活の支援・意思決定支援の推進 

① 意思決定支援の推進 

② 相談支援体制の整備 
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③ 地域移行支援、在宅サービス等の充実 

④ 障害のある子どもに対する支援の充実 

⑤ 障害福祉サービスの質の向上等 

⑥ 福祉用具その他アクセシビリティの向上に資する機器の普及促進及び身体障害者補助

犬の育成等 

⑦ 障害福祉を支える人材の育成・確保 

６ 保健・医療の推進 

① 保健・医療の充実等 

② 保健・医療を支える人材の育成・確保 

③ 難病に関する保健・医療施策の推進 

④ 精神保健・医療の適切な提供等 

 

   Ⅱ 希望に添って働き続けることができる社会 

    ７ 雇用・就業、経済的自立の支援 

① 総合的な就労支援 

② 経済的自立の支援 

③ 障害者雇用の促進 

④ 障害特性に応じた就労支援及び多様な就業の機会の確保 

⑤ 福祉的就労の充実 

 

Ⅲ 生涯を通じて学び続けられるとともに、文化芸術やスポーツなどの分野で一人ひとりの特

性を活かして活躍できる社会 

    ８ 文化芸術やスポーツ等を通じた活動や機会の創出 

① 文化・芸術活動の振興 

② スポーツ、レクリエーション活動の推進 

    ９ 生涯を通じて学び続けられる環境の整備 

① インクルーシブ教育システムの推進 

② 教育環境の整備 

③ 生涯を通じた多様な学習活動の充実 

④ 交流及び共同学習の推進 

 

  (8) 成果目標の設定（詳細は「別表」参照）     

    計画期間に達成すべき目標として数値化が可能な施策について、成果目標を設定し、計画の

実効性を確保します。 

 

  (9) 計画の推進 

計画の推進に当たっては、京都府が主体となり、国、市町村、障害者関係団体・施設・事業

者等と連携を図り、一体となって対応します。 

特に国に対しては、国の障害者基本計画、障害者総合支援法等に基づく必要な行財政上の措

置と支援を要請します。 

また、計画に掲げた方針や施策については、府として全庁的に総合的な取組を行います。 

計画の実施に当たっては、「京都府障害者施策推進協議会（京都府障害者自立支援協議会）」
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の意見を聴きながら進捗状況の把握と点検を行い、計画的な推進を図ります。 

 

 

２ 障害保健福祉圏域の設定 

 

(1) 設定の趣旨 

障害のある人に対する保健福祉サービスについては、その施策内容や市町村の人口規模など

から、市町村によっては、単独で実施困難な場合があることから、地域にサービスの偏在が生

じないよう、市町村の地域特性や人口規模などを踏まえ、複数の市町村を含む広域的な見地か

ら施策の展開を図ることにより、府域全体のバランスのとれたサービス供給体制、基盤の整備

を推進する観点により、平成１０年１１月から障害保健福祉圏域を設定しています。 

 

(2) 設定の考え方 

保健・医療施策及び高齢者施策との連携を図る必要があるため、京都府保健医療計画に基づ

く「２次医療圏」及び京都府高齢者健康福祉計画に基づく「高齢者健康福祉圏域」と同一区域

の６つの圏域としています。 

なお、京都・乙訓圏域については、大都市特例により京都市の権限が定められていることか

ら、「京都市サブ圏域」及び「乙訓サブ圏域」を設定しています。 

 

圏域名 市 町 村 名  

丹後 宮津市、京丹後市、伊根町、与謝野町 

中丹 福知山市、舞鶴市、綾部市 

南丹 亀岡市、南丹市、京丹波町 

京都 

乙訓 

京都市サブ圏域 京都市 

乙訓サブ圏域 向日市、長岡京市、大山崎町 

山城北 
宇治市、城陽市、八幡市、京田辺市、久御山町、井手町、 

宇治田原町 

山城南 木津川市、笠置町、和束町、精華町、南山城村 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



- 7 - 

 

３ 障害者手帳取得者数の推移 
 

   平成３０年度末現在で、京都府における障害者手帳取得者数は、約１９万６千人です。 

   障害者自立支援法が施行された平成１８年度末（約１６万２千人）との比較では、約３万４千

人増えています。 

 平成18年 

（障害者自立

支援法施行） 

平成28年 平成29年 平成30年 ⑱→㉚増加率 

身体障害 132,666 144,277 143,829 143,636 8.3％増 

知的障害 17,909 26,100 26,977 27,782 55.1％増 

精神障害 12,063 22,371 23,736 25,103 108.1％増 

合  計 162,638 192,748 194,542 196,521 20.8％増 

（注）京都市含む。各年度末時点の数字。 

  


